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福島県産品海外販路開拓支援事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 本事業は、海外における県産品の商談や販売促進活動、あるいは、新たな市

場への販路開拓に取り組む会員に対して、その経費の一部を助成することにより、

県産品の輸出促進・拡大を図ることを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この要領及び別表において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１)県産品  

①生産、製造又は加工の最終段階を県内で行っている商品をいう。 

②主な原材料が福島県産であって、県外の事業者などにより製造された場合は、

県内に主たる事業所を有する者が販売を行っている商品をいう。 

(２)認証 

ハラル、コーシャ、HACCP、CE等、輸出仕向国で求められる、または取得により

海外での競争力強化につながると認められる認証のことをいう。 

 

（助成要件） 

第３条 事業実施主体は、福島県貿易促進協議会（以下、「協議会」という。）の企業

または個人会員とする。 

２ 助成対象事業の商材は自社製品とする。（ただし、商社はこの限りではない。） 

３ 本事業は、前項に定める事業実施主体が第４条に規定する取組を行う場合に、助

成対象経費の一部を助成する。 

 

(助成対象事業) 

第４条 企業または個人会員が海外販路開拓・拡大を目的として取り組む以下の事業

とする。 

(１)海外商談活動 

  海外で開催される展示会・見本市・商談会への参加または商談・販促活動を実施

するための渡航に係る経費を助成する。 

(２)海外におけるテストマーケティング 

  海外での商品のニーズを探ることを目的に、現地で開催されるポップアップスト

アへの出展や、現地バイヤー等への試作品のアンケート実施、WEB・SNSを活用した

広告配信等に係る経費を助成する。 

(３)輸出に向けた取組 

  外国語版のホームページやパンフレットの作成、海外向け商談に使用する資料作

成等に係る経費を助成する。 

(４)海外展示会・見本市・商談会への出展、参加（オンラインを含む） 

  海外またはオンラインで開催される展示会・見本市・商談会への出展、参加に係
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る経費を助成する。 

(５)海外向け認証取得 

  国際的に通用する認証の取得・更新及び輸出先国において他国産との差別化が図

られる規格認証の取得・更新等を行うために係る経費を助成する。 

(６)輸出仕向国の法規制対応 

  輸出の際に輸出仕向国で求められる法規制対応に係る経費を助成する。 

(７)知的財産権に関する外国出願 

  輸出する商品の知的財産権に関する外国出願に係る経費を助成する。 

 

（助成対象経費） 

第５条 助成対象経費は別表のとおりとする。 

 

（助成額） 

第６条 助成額は、予算の範囲内において別表のとおりとする。 

 ただし、１会員につき、年度中、各区分の合計額１０万円を上限とする。 

 

（申請交付手続き） 

第７条 申請者は、「助成申請書」（様式１）に必要書類を添付し、事業実施１０日前

までに福島県貿易促進協議会長（以下、「会長」という。）へ提出する。 

２ 会長は、提出された申請書を審査し、適当と認められるときは、「助成金の交付決

定」（様式２）を行う。 

３ 申請者は、助成対象事業実施後、１５日以内に「実績報告書」（様式３）および必

要書類を会長へ提出する。 

４ 会長は助成金額の確定を行い、申請者へ通知する（様式４）。 

５ 申請者は、助成金の額の確定に基づき、「助成金請求書」（様式５）を会長へ提出

する。 

６ 会長は事務処理にあたり必要と認められるときは、申請者に対して必要書類の写

し等の提出を求めることができる。 

 

（事業の変更、中止） 

第８条 申請者は申請内容に変更があるとき、または事業を中止しようとする場合に

は、「助成変更承認申請書」（様式６）により、事前に会長の承認を受ける。 

２ 会長は、提出された助成変更申請書を審査し、適当と認められるときは、「事業変

更の承認」（様式７）または「事業中止の承認」（様式８）を行う。 

 

（その他） 

第９条 事業の実施において必要な事項は別途定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２８年４月２６日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 
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附 則 

この要領は、平成２９年４月２５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

   附 則 

「海外商談・販売促進活動支援助成事業実施要領（平成２６年５月９日施行）」は平

成２９年３月３１日をもって廃止する。 

附 則 

この要領は、平成３０年５月２２日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度事業から適用する。 

   附 則 

この要領は、令和２年６月１５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、令和３年６月１０日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和４年８月９日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和５年６月７日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

 


